
茨城県障害者雇用優良企業認証制度実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の雇用に積極的に取り組む企業等を「茨城県障害者雇用優良企

業」として認定し、県のホームページ等により公表することにより、障害者雇用への理解

促進を図るとともに、障害者が就労するうえでの有益な情報を提供することにより、障害

者の就労を支援することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号によるものとする。 

（１）企業等 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下、「法」

という。）第４３条第１項に定める事業主をいう。 

（２）障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身体障害

者、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者、精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第５条に規定する精神障害者、

発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第２条第２項に規定する発達障害者及

び高次脳機能障害者をいう。 

（３）障害者就労施設等 障害者自立支援法第３６条により就労継続サービス事業所の指

定を受けた事業所、旧身体障害者福祉法第３１条における身体障害者授産施設及び身

体障害者福祉工場、旧知的障害者福祉法第２１条の７における知的障害者授産施設、旧

精神保健福祉法第５０条の２における精神障害者授産施設及び精神障害者福祉工場を

いう。 

 

（認定基準） 

第３条 「茨城県障害者雇用優良企業」として認定する企業等は、次の各号のいずれも満た

すものとする。 

（１）県内に本社があること又は本社は県外だが、県内の公共職業安定所に障害者雇用状況

報告書を提出していること。 

（２）障害者雇用率が法に基づく算定方法により 2.8％を達成していること又は過去３年間

において法定雇用率を達成していること。なお、常用雇用労働者が 40.0 人未満の企業

等については 1名以上障害者を雇用していること。 

（３）別表に掲げる項目（「職場環境」「雇用」「人的環境」「姿勢」）のそれぞれの区分にお

いて、１項目以上該当する取組を行っていること。 

（４）特例子会社及び前条第３項に規定する障害者就労施設等でないこと。 

（５）申請日から過去１年間以内に労働関係法令違反その他の認定にふさわしくない重大

な事実がない者であること。 



（６）企業の役員又は関係者が茨城県暴力団排除条例（平成２２年茨城県条例第３６号）第

２条第１号又は同条第３号に規定する者でないこと。 

 

（認定の申請） 

第４条 「茨城県障害者雇用優良企業」の認定を受けようとする企業等は、茨城県障害者雇

用優良企業認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、知事に提出するものとす

る。 

（１）公共職業安定所に提出した直近の障害者雇用状況報告書（厚生労働省告示様式第６号）

の写し。ただし、常用雇用労働者数が 43.5 人未満である企業にあっては、雇用する障

害者の障害者手帳の写し 

（２）誓約書（様式第２号） 

（３）その他、知事が必要とする書類 

 

（認定審査） 

第５条 知事は、認定申請書を受理したときは、速やかに審査を行い、審査の結果、認定基

準を満たしていると認めたときは、「茨城県障害者雇用優良企業」に認定する。 

２ 知事は、前項の規定により認定したときは、認定企業に対し、認定証（様式第３号） 

及び認証マークを交付する。 

３ 認定の有効期間は、認定した日から起算して３年とする。 

４ 知事は、第３条の認定基準を満たしているか確認するため、必要に応じて、認定申請者

に対し、審査に必要な情報の聞き取りや現地調査、資料の提出を求めることができる。 

 

（公表） 

第６条 前条の認定企業については、次の各号に掲げる事項を県ホームページ等で公表す

るものとする。 

（１）認定企業の名称、所在地、代表者役職氏名 

（２）認定の有効期間 

（３）障害者雇用に関する取組内容 

 

（認定の更新） 

第７条 認定企業は、第５条第３項に規定する認定期間の満了後も認定を希望する場合に

は、認定期間が満了する日の１か月前から 10 日前までの間に、知事に茨城県障害者雇用

優良企業更新申請書（様式第４号）を提出するものとする。 

２ 認定企業は、更新に際し、第４条に規定する必要書類を併せて提出するものとする。 

３ 更新認定の有効期限は、認定した日から起算して３年目の９月３０日までとする。 

 



（変更の届出） 

第８条 認定企業は、次に掲げる事項に変更があった場合は、茨城県障害者雇用優良企業変

更届出書（様式第５号）により、知事に届け出なければならない。 

（１）企業等の所在地 

（２）企業等の名称 

 

（辞退の届出） 

第９条 認定企業は、次に掲げる事項に該当する場合は、速やかに茨城県障害者雇用優良企

業辞退届（様式第６号）を県に提出し、認定証及び認証マークの使用を中止しなければな

らない。 

（１）事業を廃止したとき 

（２）第３条各号のいずれかを満たすことができなくなったとき 

 

（認定の取り消し） 

第１０条 知事は、認定企業が認定にふさわしくないと判断したときは、認定を取り消すこ

とができる。 

２ 知事は、前項の規定により認定の取り消しをするときは、茨城県障害者雇用優良企業取

消通知書（様式第７号）により認定企業にその旨を通知するものとする。 

３ 認定企業は、取り消し通知書を受理した日から認定証及び認証マークの使用を中止し

なければならない。 

 

（認証マークの使用） 

第１１条 認定企業は、認証マークを会社案内、名刺等に自由に使用できるものとする。な

お、使用にあたっては、「茨城県障害者雇用優良企業認証マーク使用規程」を遵守するこ

と。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年２月４日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年１月１８日から施行する。 

 

附 則 



この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年１月２０日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第３条関係） 

大項目 中項目 内容 具体的な取組例 

働
き
や
す
さ 

職場環境 1 設備・環境 障害者に配慮した職場環境とな

っている。 

バリアフリー化・手すり・スロ

ープ等の整備・通勤の配慮等 

2 作業効率化 誰もが作業できるような工夫が

なされている。 

作業内容の単純化・作業手順書

等の整備等 

3 安全衛生 障害者が安全に作業を行えるよ

う配慮がなされている。 

事故防止対策・安全装置の導入

等 

雇用 4 労働時間・

休暇制度 

障害者に配慮した労働時間・休

暇制度が設けられている。 

短時間・短日数勤務・休憩時間

の延長等 

5 正社員雇用 障害者を正社員として雇用して

いる。 

申請日時点で１名以上正社員

で就労している障害者が在籍 

6 継続就業 障害者が離職せず長期間就労し

ている実績がある。 

申請日時点で３年以上継続就

労している障害者が在籍 

人的環境 7 職員の理解

促進 

職場で障害者への理解促進のた

めの取組を実施している。 

職場研修会の実施・障害者職業

生活相談員の資格取得、配置等 

8 コミュニケ

ーション 

障害者とのコミュニケーション

を図るための工夫がなされてい

る。 

相談担当者の配置・連絡帳・手

話取得勉強会・面談・声かけ運

動等 

9 福利厚生 障害者が楽しく健康的に働ける

取組を実施している。 

レクリエーション・健康診断の

実施等 

積
極
性 

姿勢 10 研修生の 

受入 

障害者の職場実習受入を実施し

ている・実施した。 

申請日から過去５年以内に特

別支援学校生徒の受入・県委託

訓練・トライアル雇用等の登録

や活用 

11 各種事業へ

の参加 

障害者を雇用するために就職面

接会や各種セミナー等へ参加し

ている・参加した。 

申請日から過去５年以内に障

害者就職面接会への参加実績

がある・障害者雇用促進セミナ

ー等への参加実績がある 

12 新規採用 障害者を積極的に採用してい

る・しようとしている。 

申請日から過去５年以内に障

害者の採用実績がある・申請日

から過去５年以内に求人登録

をしている・障害者就職面接会

等への参加実績がある 

 


